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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．第18期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３．売上高には消費税等は含まれておりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自 平成16年 
５月１日 

至 平成16年 
10月31日 

自 平成17年 
５月１日 

至 平成17年 
10月31日 

自 平成18年 
５月１日 

至 平成18年 
10月31日 

自 平成16年 
５月１日 

至 平成17年 
４月30日 

自 平成17年 
５月１日 

至 平成18年 
４月30日 

売上高 （千円） － 924,925 826,090 1,602,496 2,031,763 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） － 100,963 △85,767 137,062 237,148 

中間（当期）純利益又は

中間純損失（△） 
（千円） － 179,832 △61,756 120,371 286,311 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 668,900 1,274,424 668,900 708,849 

発行済株式総数 （株） － 3,762 10,663 3,762 8,368 

純資産額 （千円） － 380,366 1,636,137 200,534 566,743 

総資産額 （千円） － 1,720,279 2,498,576 1,362,024 1,717,672 

１株当たり純資産額 （円） － 101,107.51 153,440.63 53,305.21 67,727.51 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当た

り中間純損失金額 

（円） － 47,802.30 △6,160.85 31,996.79 37,265.53 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 22.1 65.5 14.7 33.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △62,305 △559,828 △422,572 632,281 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △3,579 △267,227 △57,543 △95,567 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 222,673 912,551 174,829 △26,216 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － 244,839 684,044 88,050 598,548 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
－ 

(－) 

58 

(6) 

68 

(7) 

46 

(6) 

65 

(5) 



５．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第17期、第18期中間会計期間及び第18期に

ついては、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。第19期中間会計期間については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失の

ため記載しておりません。 

６．当社は平成18年３月17日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

みます。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当中間会計

期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年10月31日現在

従業員数（人） 68(7） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

   当中間会計期間における日本経済は、原油価格の高騰に端を発する材料価格の上昇などの影響が懸念されまし

  たが、企業業績の好調を背景に積極的な設備投資が牽引し、全体としては穏やかではありますが、景気の拡大基

  調が継続する状況となりました。 

   当社をとりまくエレクトロニクス業界では、液晶関連を中心に在庫調整による踊り場局面ではありましたが、

  米国、アジアの主要市場の需要回復及び国内半導体メーカーの大型設備投資を背景にデジタル家電、携帯機器が

  牽引し、概ね堅調に推移してまいりました。 

   こうした中で当社は、生産量が急拡大している表示用ドライブＩＣ向け半導体パッケージ（ＴＡＢテープ）と

  して需要が拡大しているＴＡＢテープ検査装置を中心に展開しましたが、主要顧客からの要求スペックの高度化

  に対応するためのバージョンアップ作業を実施したため、期初で計画した受注が下半期に集中する見込みとなり

  ました。 

   この影響により主力製品であるテープ検査装置(ＴＲ2000シリーズ)の受注は６台（うち２台は納入済みの改 

  造）にとどまり、前事業年度に受注したものを加え、10台販売いたしました。 

   また、携帯電話等に使用されるＣＳＰ用のＢＧＡ検査装置(ＢＦ2000シリーズ)は２台、主に車載用半導体の自

  動検査に使用されるリードフレーム検査装置(ＬＦ2000シリーズ)を２台販売いたしました。 

   次世代の主力製品として取り組んできました液晶ＴＦＴアレイ検査装置については、販売するには至らなかっ

  たものの、大手メーカーに導入済みの初号機に対して、ハイエンドの検査能力がユーザーに評価され２台の受注

  を獲得いたしました。 

   利益につきましては、ＴＡＢテープ検査装置の新規顧客の獲得により初号機の販売を行いましたが、初号機特

  有の仕様変更及び追加要求対応のため、予想以上の原価が発生したこと等により、売上総利益率が低下いたしま

  した。一方、販売費及び一般管理費は、先行的な開発費がほぼ計画通りに発生したものの、その他の経費の削減

  に努めた効果により、当初計画に対し減少することができましたが、売上総利益の不足を吸収するには至らず、

  営業損失60百万円（前年同期は営業利益１億９百万円）に転じました。 

   以上により、外観検査装置の売上高は６億59百万円（前年同期比17.6％減）となり売上高全体の79.8％、その

  他の売上高が１億66百万円（前年同期比157.1％増）で20.2％となっております。 

   その結果、当中間会計期間の総売上高は８億26百万円（前年同期比10.7％減）、経常損失85百万円（前年同期

  は経常利益１億円）、中間純損失61百万円（前年同期は中間純利益１億79百万円）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー  

      当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加及びたな卸資産の

    増加により営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなり、本社工場増築工事等による有形固定資産の取

    得による支出もありましたが、株式の発行による収入により前中間会計期間末に比較し、４億39百万円増加し、

  当中間会計期間末には６億84百万円（前年同期比179.4％増）となりました。 

      当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     営業活動の結果使用した資金は５億59百万円（前年同期比798.5％増）となりました。これは主に、税引前 

   中間純損失90百万円の計上、売上債権の増加１億23百万円及びたな卸資産の増加２億45百万円によるものであ

   ります。 

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

       投資活動の結果使用した資金は２億67百万円（前年同期比7,366.5％増）となりました。これは主に、本社 

   工場増築工事等による有形固定資産の取得による支出２億64百万円によるものであります。 

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

      財務活動の結果得られた資金は９億12百万円（前年同期比309.8％増）となりました。これは主に、株式の 

   発行による収入11億17百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社は単一事業部門でありますので、生産実績、受注状況、販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

半導体パッケージ外観検査装置 784,507 99.5 

  テープ検査装置 624,275 168.7 

  ＢＧＡ検査装置 98,247 190.6 

  リードフレーム検査装置 61,984 16.9 

フラットパネルディスプレイ検査装置 24,321 － 

  液晶ＴＦＴアレイ検査装置 24,321 － 

その他 283,197 968.6 

合計 1,092,026 133.5 

品目別 
受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

半導体パッケージ外観検査装置 336,300 33.4 125,000 27.0 

  テープ検査装置 240,600 46.3 83,000 27.1 

  ＢＧＡ検査装置 11,400 9.7 － － 

  リードフレーム検査装置 84,300 22.9 42,000 107.7 

フラットパネルディスプレイ検査装置 228,800 － 228,800 － 

  液晶ＴＦＴアレイ検査装置 228,800 － 228,800 － 

その他 70,299 116.9 12,969 37.4 

合計 635,399 59.6 366,769 73.8 



(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。 

品目別 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

半導体パッケージ外観検査装置 659,150 82.4 

  テープ検査装置 508,550 117.7 

  ＢＧＡ検査装置 70,300 － 

  リードフレーム検査装置 80,300 21.8 

フラットパネルディスプレイ検査装置 － － 

  液晶ＴＦＴアレイ検査装置 － － 

その他 166,940 257.1 

合計 826,090 89.3 

相手先 

前中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

金額 
（千円） 

割合 
（％） 

金額 
（千円） 

割合 
（％） 

株式会社旭商工社 7,986 0.9 261,326 31.6 

住友金属鉱山株式会社  － － 229,500 27.8 

株式会社エム・シー・エス  442,254 47.8 162,512 19.7 

日立キャピタル株式会社 200,000 21.6 14,500 1.8 

大日本印刷株式会社 140,669 15.2 43,420 5.3 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間は、検査対象のファインピッチ化に対応する高性能画像処理システム「inspecⅢ」の応用開発に加

え、主要顧客からの要求スペックの高度化に対応するための新たな画像処理システムの開発及び中小型用液晶ＴＦＴ

アレイ検査装置の開発を実施いたしました。 

 研究開発の成果としては、ファインピッチ高速検査対応で「inspecⅢ」搭載のＴＡＢテープ検査装置の応用開発、

ファインピッチ詳細検査対応で画像処理をソフトウェアで行う「マルチＣＰＵソフト処理エンジン」搭載検査装置の

開発等があり、当中間会計期間における研究開発費の総額は114,886千円（前年同期比24.4％減）となっておりま

す。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 (1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

    ません。 

  

       (2）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の拡充及び改修について完了したもの

     は、次のとおりであります。 

      本社工場の増床及び本社オフィス等の拡充については平成18年10月に完了し、10月から操業を開始しており

     ます。 

      これにより、同工場の生産能力は約300％増加しました。  

  

       (3）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

     ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 33,000 

計 33,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年10月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年１月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,663 10,663 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 10,663 10,663 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権（平成12年３月６日臨時株主総会決議） 

 （注）１．新株引受権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使後の調整した株を記載してお

ります。 

     ２．当社が株式分割等により、発行価額（権利行使額）を下回る払込価額で新株式を発行する場合は、次の計算

            式により調整されます。調整後、１株未満の端株が発生した場合は切り捨てるものとしております。 

３．当社が株式分割等により権利行使価額を下回る払込価額で新株式を発行する場合には、権利行使価額を次の

算式により調整し、調整後、１株未満の端株が発生した場合は切り捨てるものとしております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 151（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  100,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年３月７日から 

平成22年３月５日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   100,000 

資本組入額   50,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株引受権者は当社の取締役

または使用人でなくなったと

き、新株引受権を喪失する。 

・新株引受権者が死亡した場

合、本新株引受権は、同人相

続人が相続する。 

・その他の条件は、当社と新株

引受権者との間で締結する契

約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株引受権は、第三者に譲渡

することはできない。 
同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

調整後新株数  ＝ 
調整前新株数 × 調整前発行額 

調整後発行価額 

調整後行使価額 ＝ 

既発行

株式数 
× 

調整前 

行使価額
＋ 

新発行

株式数
× 

１株当たり 

払込金額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



    ② 新株予約権（平成15年７月25日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使後の調整

した数を記載しております。 

     ２．当社が株式分割又は株式併合を行なう場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしており

            ます。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株

            式の数について行なわれ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしており

            ます。 

調整後株式数  ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

３．当社が行使価額を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分をする場合には、次の算式により行使

価額を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数（個） 94（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 188（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  200,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月１日から 

平成25年７月24日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   200,000 

資本組入額  100,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権は、発行時に割当

を受けた新株予約権者におい

て、これを行使することを要

する。ただし、相続により新

株予約権を取得した場合はこ

の限りでない。 

・新株予約権発行時において当

社または当社子会社の取締役

および従業員であった者は、

新株予約権行使時においても

当社、当社子会社または当社

の関係会社の役員または従業

員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定

年退職その他正当な理由のあ

る場合ならびに相続により新

株予約権を取得した場合はこ

の限りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権は、第三者に譲渡

することはできない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後行使価額 ＝ 

既発行

株式数 
× 

調整前 

行使価額
＋ 

新発行株式数又

は処分株式数 
× 

１株当たり払込金額

又は未処分価額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



③ 新株予約権（平成16年３月19日臨時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使又は退職

による権利喪失後の調整した数を記載しております。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行なう場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしており

ます。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株

式の数について行なわれ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしており

ます。 

調整後株式数  ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

３．当社が行使価額を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分をする場合には、次の算式により行使

価額を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数（個） 582（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,164（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  200,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日から 

平成26年３月18日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   200,000 

資本組入額  100,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権は、発行時に割当

を受けた新株予約権者におい

て、これを行使することを要

する。ただし、相続により新

株予約権を取得した場合はこ

の限りでない。 

・新株予約権発行時において当

社または当社子会社の取締役

および従業員であった者は、

新株予約権行使時においても

当社、当社子会社または当社

の関係会社の役員または従業

員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定

年退職その他正当な理由のあ

る場合ならびに相続により新

株予約権を取得した場合はこ

の限りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権は、第三者に譲渡

することはできない。 
同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

調整後行使価額 ＝ 

既発行

株式数 
× 

調整前 

行使価額
＋ 

新発行株式数又

は処分株式数 
× 

１株当たり払込金額

又は未処分価額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



④ 新株予約権（平成17年７月29日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使又は退職

による権利喪失後の調整した数を記載しております。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行なう場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしており

ます。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株

式の数について行なわれ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしており

ます。 

調整後株式数  ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

３．当社が行使価額を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分をする場合には、次の算式により行使

価額を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年12月31日） 

新株予約権の数（個） 62（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 124（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  200,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月１日から 

平成27年７月28日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   200,000 

資本組入額  100,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権は、発行時に割当

を受けた新株予約権者におい

て、これを行使することを要

する。ただし、相続により新

株予約権を取得した場合はこ

の限りでない。 

・新株予約権発行時において当

社または当社子会社の取締役

および従業員であった者は、

新株予約権行使時においても

当社、当社子会社または当社

の関係会社の役員または従業

員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定

年退職その他正当な理由のあ

る場合ならびに相続により新

株予約権を取得した場合はこ

の限りでない。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権は、第三者に譲渡

することはできない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後行使価額 ＝ 

既発行

株式数 
× 

調整前 

行使価額
＋ 

新発行株式数又

は処分株式数 
× 

１株当たり払込金額

又は未処分価額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

  発行価格    508,750円 

   資本組入額   254,375円 

             払込金総額 1,119,250千円 

     ２．新株引受権及び新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4）【大株主の状況】 

（注）前事業年度末現在主要株主であった菅原雅史は、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年６月20日 

（注）１ 
2,200 10,568 559,625 1,268,474 559,625 599,574 

平成18年５月１日～ 

平成18年10月31日  

（注）２  

95 10,663 5,950 1,274,424 5,950 605,524 

  平成18年10月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

菅原 雅史 秋田県仙北市 816 7.65 

株式会社旭商工社 神奈川県横浜市西区北幸２丁目６－５ 500 4.69 

東北パイオニア株式会社  山形県天童市大字久野本字日光1105  500 4.69 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11-３   430 4.03 

エイチエスビーシーファンドサ

ービシィズスパークスアセット

マネジメントコーポレイテッド 

東京都中央区日本橋３丁目11-１ 396 3.71 

ニッセイ・キャピタル株式会社 
東京都千代田区有楽町１丁目10－１ 

有楽町ビルヂング７階 
278 2.61 

ジャフコ・ジー九（ビー）号投

資事業有限責任組合 

東京都千代田区丸ノ内１丁目８－２ 

（株式会社ジャフコ内） 
260 2.44 

ジャフコ・ジー九（エー）号投

資事業有限責任組合 

東京都千代田区丸ノ内１丁目８－２ 

（株式会社ジャフコ内） 
228 2.14 

エイチエスビーシーバンクピー

エルシークライアンツノンタッ

クストリーティ 

東京都中央区日本橋３丁目11-１ 215 2.02 

みすほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５－１ 203 1.90 

計 ― 3,826 35.88 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成18年６月21日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   10,663 10,663 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 10,663 － － 

総株主の議決権 － 10,663 － 

  平成18年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） － 639,000 495,000 410,000 296,000 267,000 

最低（円） － 437,000 263,000 295,000 199,000 198,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人

により中間監査を受けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年５月18日提出の有価証券届出書に添付されたものによっ

ております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金 ※２ 368,590  457,755 672,314   

２．受取手形   4,985  2,091 11,616   

３．売掛金   560,662  284,886 152,338   

４．有価証券   －  300,056 －   

５．たな卸資産   456,719  687,492 441,507   

６．繰延税金資産   94,033  127,331 94,112   

７．その他 ※３  4,916  38,556 1,675   

貸倒引当金   △3,100  △1,300 △900   

流動資産合計     1,486,808 86.4 1,896,870 75.9   1,372,664 79.9

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産          

(1）建物 
※１. 
２ 

65,537  449,479 68,121   

(2）機械装置 ※１  82,333  42,951 61,599   

(3）その他 
※１. 
２ 

42,084  64,265 170,846   

有形固定資産合計     189,954 11.0 556,695 22.3   300,566 17.5

２．無形固定資産     26,740 1.6 23,700 0.9   25,370 1.5

３．投資その他の資産     16,775 1.0 21,309 0.9   19,070 1.1

固定資産合計     233,470 13.6 601,706 24.1   345,008 20.1

資産合計     1,720,279 100.0 2,498,576 100.0   1,717,672 100.0 

           

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年10月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形   190,509  293,810 313,576   

２．買掛金   158,478  113,637 67,359   

３．短期借入金 ※２ 350,000  － 220,000   

４．一年内返済予定長期
借入金 

※２ 153,998  118,536 124,337   

５．未払法人税等   2,046  4,705 2,228   

６．製品保証引当金   5,815  3,689 2,493   

７．その他 ※３ 96,915  93,420 207,472   

流動負債合計     957,765 55.7 627,799 25.1   937,468 54.6

Ⅱ 固定負債          

１．社債   80,000  － 48,000   

２．長期借入金 ※２ 302,148  234,640 165,460   

固定負債合計     382,148 22.2 234,640 9.4   213,460 12.4

負債合計     1,339,913 77.9 862,439 34.5   1,150,928 67.0

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     668,900 38.9 － －   708,849 41.3

Ⅱ 資本剰余金          

１．資本準備金   －  － 39,949   

資本剰余金合計     － － － －   39,949 2.3

Ⅲ 利益剰余金          

１．任意積立金   8,000  － 8,000   

２．中間（当期）未処理
損失 

  296,533  － 190,054   

利益剰余金合計     △288,533 △16.8 － －   △182,054 △10.6

資本合計     380,366 22.1 － －   566,743 33.0

負債資本合計     1,720,279 100.0 － －   1,717,672 100.0 

           

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     － － 1,274,424 51.0   － － 

２．資本剰余金          

(1）資本準備金   －  605,524 －   

資本剰余金合計     － － 605,524 24.2   － － 

３．利益剰余金          

(1）その他利益剰余金          

   別途積立金   －  8,000 －   

繰越利益剰余金   －  △251,811 －   

利益剰余金合計     － － △243,811 △9.7   － － 

株主資本合計     － － 1,636,137 65.5   － － 

純資産合計     － － 1,636,137 65.5   － － 

負債純資産合計     － － 2,498,576 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   924,925 100.0 826,090 100.0   2,031,763 100.0 

Ⅱ 売上原価   546,626 59.1 599,048 72.5   1,206,624 59.4

売上総利益   378,299 40.9 227,042 27.5   825,139 40.6

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

  268,876 29.1 287,897 34.9   572,536 28.2

営業利益又は営
業損失(△) 

  109,422 11.8 △60,855 △7.4   252,602 12.4

Ⅳ 営業外収益 ※１ 137 0.0 3,504 0.4   1,409 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 8,596 0.9 28,416 3.4   16,863 0.8

経常利益又は経
常損失(△) 

  100,963 10.9 △85,767 △10.4   237,148 11.7

Ⅵ 特別利益 ※３ － － － －   1,900 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４ 14,729 1.6 4,818 0.6   45,979 2.3

税引前中間（当
期）純利益又は
税引前中間純損
失(△) 

  86,233 9.3 △90,585 △11.0   193,068 9.5

法人税、住民税
及び事業税 

  435   4,389 870   

法人税等調整額   △94,033 △93,598 △10.1 △33,218 △28,829 △3.5 △94,112 △93,242 △4.6

中間（当期）純
利益又は中間純
損失(△) 

  179,832 19.4 △61,756 △7.5   286,311 14.1

前期繰越損失   476,365 －   476,365 

中間（当期）未
処理損失 

  296,533 －   190,054 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成18年４月30日 残高（千円） 708,849 39,949 39,949 8,000 △190,054 △182,054 566,743 566,743

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 565,575 565,575 565,575 － － － 1,131,150 1,131,150

中間純損失 － － － － △61,756 △61,756 △61,756 △61,756

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

565,575 565,575 565,575 － △61,756 △61,756 1,069,393 1,069,393

平成18年10月31日 残高（千円） 1,274,424 605,524 605,524 8,000 △251,811 △243,811 1,636,137 1,636,137



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度の要約 

 キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税引前中間（当期）純利益又
は中間純損失（△） 

  86,233 △90,585 193,068 

減価償却費   25,730 29,711 62,773 

新株発行費    － － 439 

株式交付費    － 13,975 － 

支払利息   7,512 5,339 14,034 

社債利息   620 325 1,228 

受取利息及び受取配当金   △28 △1,103 △43 

固定資産除却損   587 3,105 587 

売上債権の増減額   △126,997 △123,023 274,695 

たな卸資産の増減額   47,979 △245,985 63,191 

製品保証引当金の増減額   957 1,196 △2,364 

貸倒引当金の増減額   300 400 △1,900 

仕入債務の増減額   △106,500 26,511 △74,552 

未払金の増減額   11,642 2,412 43,414 

未払消費税等の増減額   4,280 △29,801 19,713 

前受金の増減額   49,525 △108,719 109,205 

たな卸資産から有形固定資産
への振替額 

  △47,084 － △54,049 

その他   △4,765 △36,320 748 

小計   △50,008 △552,561 650,192 

利息及び配当金の受取額   7 1,061 21 

利息の支払額   △9,454 △5,506 △15,082 

法人税等の支払額   △2,850 △2,820 △2,850 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △62,305 △559,828 632,281 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度の要約 

 キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

定期預金の払戻による収入   － － 50,000 

有形固定資産の取得による支
出  

  △2,113 △264,984 △141,223 

無形固定資産の取得による支
出 

  △555 △332 △899 

その他   △910 △1,911 △3,445 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △3,579 △267,227 △95,567 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入金の純増減額   250,000 △220,000 120,000 

長期借入れによる収入   50,000 210,000 50,000 

長期借入金の返済による支出   △77,326 △146,622 △243,675 

社債償還による支出    － △48,000 － 

株式の発行による収入    － 1,117,174 47,459 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  222,673 912,551 △26,216 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   156,788 85,495 510,497 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   88,050 598,548 88,050 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

  244,839 684,044 598,548 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採

用しております。 

(1）有価証券 

その他の有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

     償却原価法（定額法）を採 

     用しております。 

 (2）たな卸資産 

原材料  

  先入先出法による原価法を 

採用しております。 

(2）たな卸資産 

原材料   

          同左  

(2）たな卸資産  

原材料  

 同左  

 仕掛品 

 個別法による原価法を採用

しております。 

仕掛品 

         同左 

仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用して

おります。 

貯蔵品 

          同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物       ７～38年 

構築物        15年 

機械装置     ３～12年 

車両運搬具    ２～５年 

工具器具備品   ３～７年 

建物       ７～38年 

構築物        15年 

機械装置     ３～12年 

車両運搬具    ２～５年 

工具器具備品   ３～10年 

建物       15～38年  

構築物         15年 

機械装置      ３～13年 

車両運搬具     ２～５年 

工具器具備品    ３～６年 

  取得価額が10万円以上20万円

未満の減価償却資産につきまし

ては、３年間で均等償却する方

法を採用しております。 

  取得価額が10万円以上20万円

未満の減価償却資産につきまし

ては、３年間で均等償却する方

法を採用しております。 

  取得価額が10万円以上20万円

未満の減価償却資産につきまし

ては、３年間で均等償却する方

法を採用しております。  

 (2）無形固定資産 

 自社利用ソフトウェアは、見

込利用可能期間（５年）による

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

           同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

           同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒

実績率によっており、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等につい

ては、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

           同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）製品保証引当金 

 製品の保証期間に発生する無

償保守費に備えるため、過去の

実績に基づいて計上しておりま

す。 

(2）製品保証引当金 

同左 

(2）製品保証引当金 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。  

―――――  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）   

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、1,636,137千円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

―――――  

  



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

 ────── 繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い  

  当中間会計期間より、「繰延資産の会計処理に関する当

 面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 

 実務対応報告第１号）を適用しております。 

  これに伴い、前中間会計期間において営業活動によるキ

 ャッシュ・フローの内訳として表示していた「新株発行 

 費」は、当中間会計期間より「株式交付費」として表示す

 る方法に変更しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度末 
（平成18年４月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

222,931千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

256,356千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

256,643千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

現金及び預金 50,000千円

建物 46,639千円

その他 20,000千円

計 116,639千円

建物 43,887千円

その他 20,000千円

計 63,887千円

建物 45,221千円

その他 20,000千円

計 65,221千円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 50,000千円

一年内返済予定長期借入

金 
31,746千円

長期借入金 77,022千円

計 158,768千円

一年内返済予定長期借入

金 
2,200千円

計 2,200千円

短期借入金 200,000千円

一年内返済予定長期借入

金 
28,985千円

長期借入金 66,604千円

計 295,590千円

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３      ――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 23千円 受取利息 1,099千円

表彰金収入   1,000千円

祝金受取額  975千円

受取利息 38千円

保証料返戻金 1,103千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 7,512千円

社債利息 620千円

支払利息 5,339千円

社債利息 325千円

株式交付費   13,975千円

上場関連費用   6,970千円

支払利息 14,034千円

社債利息 1,228千円

新株発行費   439千円

※３      ――― ※３      ――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 

    貸倒引当金戻入益 1,900千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

たな卸資産廃棄損 4,416千円

たな卸資産評価損 9,797千円

固定資産除却損 3,105千円

補助金返還損 1,712千円

固定資産売却損 5千円

固定資産除却損  587千円

たな卸資産廃棄損   4,416千円

たな卸資産評価損   9,797千円

補助金返還損   31,172千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 23,843千円

無形固定資産 1,596千円

有形固定資産 28,037千円

無形固定資産 1,670千円

有形固定資産 58,883千円

無形固定資産 3,310千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 (注) 普通株式の発行済株式総数の増加 2,295株は、有償一般募集増資による新株式の発行による増加 2,200株及び 

    新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 95株であります。 

  

２．配当に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

３．自己株式に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

      ４．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 (注)１．当中間会計期間減少株数は、新株予約権の権利行使によるものであります。  

    ２．当中間会計期間減少株数は、退職による喪失であります。 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 (注)   8,368  2,295  －  10,663 

合計 8,368 2,295 － 10,663 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計
期間末残高
（千円） 前事業年度

末 
当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

提出会社 
平成12年３月６日 

臨時株主総会決議(注)１ 
普通株式 222 － 71 151 － 

  
平成15年７月25日 

臨時株主総会決議(注)１ 
普通株式  200 － 12 188 － 

  
平成16年３月19日 

臨時株主総会決議(注)１ 
普通株式  1,176 － 12 1,164 － 

  
平成17年７月29日 

臨時株主総会決議(注)２ 
普通株式  136 － 12 124 － 

合計 － 1,734 － 107 1,627 － 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年10月31日現在） （平成18年10月31日現在） （平成18年４月30日現在） 

現金及び預金勘定 368,590千円

預入期間が３ケ月を超える定

期預金 
△123,751千円

現金及び現金同等物 244,839千円

現金及び預金勘定 457,755千円

預入期間が３ケ月を超える定

期預金 
△73,767千円

取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資 

(有価証券)  

 300,056千円

現金及び現金同等物 684,044千円

現金及び預金勘定 672,314千円

預入期間が３ケ月を超える定

期預金 
△73,765千円

現金及び現金同等物 598,548千円

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 8,620 2,279 6,341 

ソフトウェア 4,350 145 4,205 

合計 12,970 2,424 10,546 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

車両運搬具 2,010 402 1,608

工具器具備品 22,336 4,231 18,105

ソフトウェア 4,350 1,015 3,335

合計 28,696 5,648 23,048

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

車両運搬具 2,010 201 1,809

工具器具備品 8,620 3,141 5,479

ソフトウェア 4,350 580 3,770

合計 14,980 3,922 11,058

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,437千円

１年超 8,328千円

合計 10,766千円

１年内 5,534千円

１年超 17,922千円

合計 23,457千円

１年内 2,895千円

１年超 8,485千円

合計 11,381千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 1,150千円

減価償却費相当額 1,007千円

支払利息相当額 231千円

支払リース料 1,941千円

減価償却費相当額 1,726千円

支払利息相当額 301千円

支払リース料 2,843千円

減価償却費相当額 2,505千円

支払利息相当額 528千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について）  

 同左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

     ２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

 当中間会計期間につきましては、オプション取引を利用しておりましたが、当該取引は終了しており、当中間

会計期間末では、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

該当事項はありません。 

  

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日） 

 当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

 当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度末 
（平成18年４月30日） 

中間貸借
対照表計
上額 
(千円) 

時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

中間貸借
対照表計
上額 
(千円) 

時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照
表計上額 
(千円) 

時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

(1）国債・地方債等 － － － － － － － － － 

(2）社債 － － － － － － － － － 

(3）その他 30 30 － － － － － － － 

合計 30 30 － － － － － － － 

  
前中間会計期間末 

（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 

（平成18年10月31日） 

前事業年度末 

（平成18年４月30日） 

その他有価証券       

  公社債投資信託（千円） － 300,056 － 



（１株当たり情報） 

 (注) １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま 

    す。  

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１株当たり純資産額 101,107.51円

１株当たり中間純利益

金額 
47,802.30円

１株当たり純資産額 153,440.63円

１株当たり中間純損失

金額 
△6,160.85円

１株当たり純資産額 67,727.51円

１株当たり当期純利益

金額 
37,265.53円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株引受

権及び新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であるため、

期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株引受

権及び新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であるため、

期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日)

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
179,832 △61,756 286,311 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間純損失（△）（千円） 
179,832 △61,756 286,311 

期中平均株式数（株） 3,762 10,024 7,683 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 第１回無担保新株引

受権付社債（新株引受

権の残高80百万円）、

第２回無担保新株引受

権付社債（新株引受権

の残高100百万円）、

旧商法第280条ノ19第

１項の規定に基づく新

株引受権（新株予約権

の目的となる株式の数

111株）及び新株予約

権２種類（新株予約権

の目的となる株式の数

688株）。 

 旧商法第280条ノ19

第１項の規定に基づく

新株引受権（新株予約

権の目的となる株式の

数151株）及び新株予

約権３種類（新株予約

権の目的となる株式の

数1,476株）。 

 旧商法第280条ノ19

第１項の規定に基づく

新株引受権（新株予約

権の目的となる株式の

数222株）及び新株予

約権３種類（新株予約

権の目的となる株式の

数1,512株）。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１．新株予約権の発行 

 当社は、平成17年７月29日開催

の定時株主総会、平成17年11月18

日開催の取締役会及び平成18年２

月17日開催の取締役会決議に基づ

き、株主以外の者に対して特に有

利な条件をもって新株予約権の発

行を行っております。その概要は

次のとおりであります。 

(1）新株予約権の内容 

① 新株予約権の数   68個 

② 新株予約権の目的となる株

式       普通株式 

③ 新株予約権の目的となる株

式の数       68株 

・定時株主総会において、新株

予約権の上限を70株、新株予

約権の目的となる株式の数の

上限を70株として決議を受

け、これに基づき68個の新株

予約権を発行いたしました。

これに伴い新株予約権の目的

となる株式の数は68株となっ

ております。 

・当社が株式分割又は株式併合

を行なう場合、次の算式によ

り目的となる株式の数を調整

するものとしております。た

だし、かかる調整は、新株予

約権のうち、当該時点で行使

されていない新株予約権の目

的となる株式の数について行

なわれ、調整の結果生じる１

株未満の株式については、こ

れを切り捨てるものとしてお

ります。 

・当社が行使価額を下回る払込

価額で新株式を発行又は自己

株式の処分をする場合には、

次の算式により行使価額を調

整し、調整の結果生じる１株

未満の株式については、これ

を切り捨てるものとしており

ます。 

調整後

株式数 
＝ 
調整前

株式数 
× 
分割・併

合の比率 

調整後

行使価

額 

＝ 

既発行

株式数 
× 
調整前行

使価額 
＋ 

新発行株

式数又は

処分株式

数 

× 

１株当た

り払込金

額又は未

処分価額

既発行株式数＋ 新発行株式数 

――――― １．新株発行について 

   平成18年５月18日、平成18年５月 

  31日及び平成18年６月18日開催の取 

   締役会において、下記のとおり新株 

   式の発行を決議し、平成18年６月20 

   日に払込が完了いたしました。 

    この結果、平成18年６月20日付で 

   資本金は1,268,474千円、発行済株 

   式総数は10,568株となっておりま 

   す。 

  

 ①募集方法  ：一般募集  

 （ブックビルディ 

  ング方式による 

  募集） 

 ②発行する株式 

  の種類及び数 

:普通株式 

 2,200株  

 ③発行価格 :１株につき 

550,000円  

    一般募集はこの価格にて行いま 

   した。 

 ④引受価格 :１株につき 

508,750円  

    この価額は当社が引受人より１ 

   株当たりの新株式払込金として受 

   取った金額であります。なお、発 

   行価格と引受価額との差額の総額 

   は、引受人の手取金となります。 

 ⑤発行価額 ：１株につき  

508,750円  

（資本組入額 254,375円）

 ⑥発行価額の総 

   額 

：  1,119,250千円 

 

 ⑦払込金額の総 

   額 

：  1,119,250千円  

 

 ⑧資本組入額の 

   総額 

：    559,625千円  

 

 ⑨払込期日 ：平成18年６月20日 

 

 ⑩配当起算日 ：平成18年５月１日 

 

 ⑪資金の使途 ：本社工場の増築工 

  事等 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

④ 新株予約権の行使期間 

平成19年８月１日から平成

27年７月28日まで 

⑤ 新株予約権の発行価額 

400,000円 

⑥ 新株予約権の資本組入額 

200,000円 

⑦ 新株予約権の行使の条件 

  

・新株予約権は、発行時に割当

を受けた新株予約権者におい

て、これを行使することを要

する。ただし、相続により新

株予約権を取得した場合はこ

の限りでない。 

・新株予約権発行時において当

社または当社子会社の取締役

および従業員であった者は、

新株予約権行使時においても

当社、当社子会社または当社

の関係会社の役員または従業

員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定

年退職その他正当な理由のあ

る場合ならびに相続により新

株予約権を取得した場合はこ

の限りでない。 

    

⑧ 新株予約権の譲渡に関する

事項 
    

・新株予約権は、第三者に譲渡

することはできない。 
    

(2）新株予約権の割当を受けた者 

① 当社代表取締役 

計１名 30個 

② 当社従業員 計12名 38個 

  

２．新株引受権の権利行使 

 当社発行の第１回無担保新株引

受権付社債の新株引受権につい

て、平成18年２月21日に79,898千

円の新株引受権の行使があり、平

成18年２月21日付で株式等が次の

とおり増加いたしました。 

―――――  ――――― 

(1）株式数        422株   

(2）資本金     39,949千円   

(3）資本準備金   39,949千円   

 上記により、平成18年２月21日

現在の発行済株式総数は4,184株、

資本金は708,849千円、資本準備金

は39,949千円となりました。 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

３．株式分割による新株発行 

 平成18年２月17日開催の取締役

会の決議に基づき普通株式１株に

つき２株の株式分割による新株式

を発行しております。 

―――――  ――――― 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式      4,184株 

  

(2）分割方法 

 平成18年３月17日最終の株主

名簿に記載された株主の所有株

式数を、１株につき２株の割合

をもって分割いたします。 

  

 当該株式分割が当期首に行われ

たと仮定した場合の当中間会計期

間における１株当たり情報は、そ

れぞれ次のとおりとなります。 

  

当中間会計期間 

１株当たり純資産額 

50,553.76円 

１株当たり中間純利益金額 

23,901.15円 

 なお、潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額については、新
株引受権及び新株予約権の残高は
ありますが当社株式は非上場であ
るため、期中平均株価が把握でき
ませんので記載しておりません。 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成18年５月18日東北財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年５月19日、平成18年５月25日、平成18年６月１日、平成18年６月６日及び平成18年６月12日東北財務局長

に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成18年６月21日東北財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(4）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第18期）（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月28日東北財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年５月16日 

インスペック株式会社  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山下  隆  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 清朗  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているインス

ペック株式会社の平成17年５月１日から平成18年４月30日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成17年５月１日から

平成17年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、インスペック株式会社の平成17年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年５月

１日から平成17年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年１月26日 

インスペック株式会社  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山下  隆  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 清朗  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているインス

ペック株式会社の平成18年５月１日から平成19年４月30日までの第19期事業年度の中間会計期間（平成18年５月１日から

平成18年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、インスペック株式会社の平成18年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年５月

１日から平成18年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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